
 

 
 
 

  1 

リサーチ TＯＤＡＹ                             2019 年 6 月 27 日 

２０１９年みずほアジアビジネスアンケート、中国の代替地はどこ 

 
 

下記の図表はみずほ総合研究所が2019年２月に実施したアジアビジネスアンケートの結果である1。同

調査は、みずほ総合研究所が1999年の第１回調査以来、一貫して日本企業のアジアビジネスの取り組み

を1,000社以上のアンケートで振り返ったものである。今回の特徴は、アジア拠点の収益満足度がインドを

除いて低下した点だ。下記の図表は拠点別にみた日本企業の収益満足度DIの推移である。同図表から、

収益満足度DIは、中国の低下が目立った。中国経済の減速の影響と、米中の貿易摩擦の影響を受けた形

だ。その結果、中国拠点の生産を抑制する動きも一部にみられた。また、世界及び中国経済の減速により、

輸出依存度が高いNIEｓ、ASEANのDIがマイナスに転じた。一方、インドは大きく改善している。ASEANのな

かでは投資環境が良好なベトナムはTPPの影響もあり期待が高まっている。今回のアンケートから、アジア

ビジネスへの懸念材料として、米トランプ政権がもたらした米中経済戦争に起因した貿易摩擦や為替変動、

サプライチェーン断絶リスクを警戒していることがわかる。 

■図表：拠点別にみた日本企業の収益満足度DIの推移 

 
（注）収益満足度 DI=（「満足」+「やや満足」）―（「不満」+「やや不満」） 
（出所）みずほ総合研究所作成 

次ページの図表は、中国進出企業に中国ビジネス上の懸念材料を尋ねたものだが、米中摩擦の影響が

大幅に増加し、次いで増加の割合では中国の景気が注目された。これまで問題となっていた中国の人件

費上昇問題はやや緩和し、また日中関係の改善はサポートになったものの、中国景気と米中摩擦に対す

る関心が高まっていることが示された。 
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■図表：今後、２～３年の間に中国ビジネス上の懸念材料となる事象（複数回答） 

 

（出所）みずほ総合研究所作成 

次の図表は「今後最も力を入れていく予定のASEAN諸国」である。ASEANの国別の回答率はベトナムが

上昇した。ベトナムが他のASEAN諸国と比べて相対的に投資環境が良好なことに加えて、TPP11の加盟国

であるベトナムが、輸出拠点と成長市場の両面で投資環境の更なる改善が期待されたことによる。米国が

中国との経済戦争のなか、その生産拠点の代替地としてベトナムの期待が高まっていることが示される。米

中通商戦争が長期化するなか、アジアビジネスはどのような立地分散をアジアで行って新たなサプライチェ

ーンを構築していくかがカギになる。今や、多くの企業は大きな構造転換を意識しつつある。 

■図表：今後最も力を入れていく予定のASEAN諸国（複数回答） 

 
（出所）みずほ総合研究所作成 

                                                  
1 詳しくは、 「中国の景気減速・米中貿易摩擦を懸念する日本企業～2019 年 2 月アジアビジネスアンケート調査結果」 

  （みずほ総合研究所 『みずほリポート』 2019 年 5 月 17 日）を参照いただきたい。 

アジアビジネスアンケート調査は 1999 年に開始され、資本金 1 千万円以上の製造業を対象にして今回は 1,072 社から回答を

いただいた。ここでの地域分類における「アジア」とは NIEs４カ国・地域（韓国、台湾、香港、シンガポール）、ASEAN5 カ国（イン

ドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム）、中国、インドの１１カ国・地域を主対象としている。 
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